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学修の質保証の向上に関する取組について 

 

１．教学マネジメント確立の必要性 

○ 学生が大学での学修を通じて様々な知識及び能力を修得し、主体的に学び、考える力

を身に付けて社会で活躍することは、社会が求める人材が大学教育により養成され、社

会の発展に寄与するという社会側の視点のみならず、学生が社会に進出した後も自己実

現や幸福を追求できるという学生側の視点からも重要である。 

 

○ 学生が社会に通用する知識及び能力や主体的に学び、考える力を身に付けるために

は、学士課程教育において、単位制度の趣旨を踏まえた教育の実質化を図り、学生の主

体的な学修を促すような質的転換が重要であるが、質的転換を図るためには、個別の教

育改革に係る手法を効果的に活用しつつ、各大学が、学長のリーダーシップの下で、「三

つの方針」に基づく体系的で組織的な大学教育を、学位を与える課程（プログラム）共

通の考え方や尺度（アセスメント・ポリシー）を踏まえた適切なＰＤＣＡなど点検・評

価を通じた不断の改善に取り組みつつ実施すること（「教学マネジメント」の確立）が必

要である。 

 

○ 特に、教学マネジメントの確立に当たっては、学生の学修成果に関する情報を的確に

把握・測定し、教育活動の見直し等に適切に活用することが不可欠である。また、各大

学が地域社会や企業等の大学の外部からの声や期待を意識し、積極的に説明責任を果た

していくためにも、大学全体の教育成果の可視化の取組を促進する必要がある。 

 

○ これまで、本ワーキンググループでは、シラバスの記載の充実に向けた一定の指針を

示すことやＧＰＡの算定方法に関する情報や活用の好事例等について示すこと、個々の

学生が修得した知識及び能力の状況や学生の学修に係る意識及び行動を把握し、その全

体的な状況をまとめて概要を公表することについて、その必要性等の審議がされてき

た。 

 

○ また、平成３年の大学設置基準の大綱化以降、各大学においてカリキュラム改革や教

育組織の見直し等の取組が進展しており、過去の答申等においても様々な観点から多様

な大学教育改革に係る内容や手法等に言及され、国としても政策的に推進してきた。 

他方で、大学教育改革については積極的に改善の努力を行っている大学と努力が不十

分な大学に二極化しているのではないかという指摘もあり、一律に取り組まれていると

は言い難い状況にある。また、過去の答申等で示された内容や手法等は必ずしも「教学

マネジメント」という観点から一元的に記載されたものとはなっておらず、過去の答申

等が出された時期に比べて更に手法等が開発され、進化しているとも考えられる。 
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○ このような中、大学が本来持っている組織としての力を十分発揮できるよう、大学の

自主性の中で教育活動の不断の改善を図るための素材を提示し、国として教学マネジメ

ントの確立を一層進めていく必要がある。 

 

２．これまでの審議の整理  

 大学における教学面での改革を促すために、教育課程、指導方法の改善等の学修の質保

証の改善の観点から、シラバスの記載の充実やＧＰＡの厳格な運用がより一層充実して取

り組まれる必要がある。また、各大学が三つの方針に基づく大学教育の質向上に向けたＰ

ＤＣＡサイクルを適切に機能させるためには、学生の学修成果に関する情報を的確に把

握・測定し、既存のカリキュラムや教育手法の見直し等に適切に活用することが必要であ

る。 

これらについては、将来構想部会制度・教育改革ワーキンググループの論点整理として、

以下のとおり論点と検討の方向性がまとめられた。 

 

中央教育審議会 大学分科会 将来構想部会制度・教育改革ワーキンググループ 論点整理 

【シラバス・ＧＰＡについて（関係部分抜粋）】 

＜論点と検討の方向性＞ 

○ シラバスの記載の充実を確保するために、例えば、大学設置基準を改正し、大学が学

生に明示する必要がある事項として、従前の事項に加え、事前に必要な学修の時間の目

安やその内容の他、当該授業科目の教育課程内の位置付けや水準などの情報についての

規定を整備することが考えられる。また、人材養成の目的又は学位授与の方針と授業科

目との関連を示すなど、シラバスの記載の充実に向けた一定の指針を示すことが考えら

れる。 

 

○ 平成 20 年 12 月の「学士課程教育の構築に向けて（答申）」の中では、大学に期待さ

れる取組として、ＧＰＡ等の客観的な基準を学内で共有し、教育の質保証に向けて厳格

に適用することが挙げられており、ＧＰＡを導入・実施する際に留意すべき点について

言及されている。国として、こうした提言を各大学に改めて周知するとともに、ＧＰＡ

の分布を共有・公表して成績評価の改善に活用したり、学生の質の向上につながった事

例やＧＰＡの算定方法に関する情報など、活用の好事例等について併せて示す必要があ

るのではないか。 

 

【学修成果の可視化について（関係部分抜粋）】 

＜論点と検討の方向性＞ 

○ 各大学のディプロマ・ポリシーが達成されたかどうかを測定することは極めて重要で

あり、学修成果の可視化はこの観点からも重要である。 

 

○ 教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、各大学において、三つの方針に

照らして、教育課程の実施を通じて個々の学生が修得した知識及び能力の状況や、学生

の学修に係る意識及び行動を把握することが必要ではないか。また、大学の説明責任を

確保するため、各大学はこれらの全体的な状況をまとめ、その概要を公表することが必

要ではないか。 
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○ その前提として、個々の学生の学修成果や各大学の教育成果を、学位を与える課程

（プログラム）共通の考え方や尺度（アセスメント・ポリシー）に則って評価し、その

結果をプログラムの改善・進化につなげるという改革サイクルが回る構造を定着させる

ことが重要であると考えられる。その際、各大学が評価の対象として適切なレベルを設

定することが必要である。 

 

○ 各大学が具体的に個人の学修成果や大学全体の教育成果の把握に用いることができる

情報は、世界的にも標準化されたものが存在しているわけではなく、各大学が自らの大

学の特性に応じて自主的に策定・開発を進めていくことが強く期待される。また、どの

ような情報を活用するかは各大学で自ら取捨選択するものであるが、直接的、間接的に

評価・活用できる情報を含め、複数の情報を組み合わせる多元的な活用が重要であると

考えられる。 

各大学が活用できる情報として、例えば、以下のものが考えられることから、国とし

ては各大学が学修成果・教育成果を積極的に公開し、公開した情報に基づいた大学教育

の質向上に関する取組が進むよう、必要な情報の把握や公表について一定の指針を示す

べきではないか。その際、公表の在り方については、大学ポートレートの活用も含めて

検討してはどうか。 

 

【学生が習得した知識及び能力の状況】 

・単位及び学位の修得状況と成績 

・卒業論文等の成果物に対する評価 

・GPA 

・アセスメントテスト等の学外試験のスコア 

・資格取得や受賞・表彰歴等の状況 

・進路の決定状況（就職先・進学先）等の卒業後の状況 

・卒業生に対する評価の把握 

【学生の学修に係る意識及び行動】 

・学修行動調査を通じた「学生の学修に対する意欲」「学修時間」等 

 

○ 各大学が上記の情報を評価するに当たっては、評価の妥当性を学内外に説明できるよ

うにする等の観点から、各情報の評価に横断的に用いられるルーブリックや学修ポート

フォリオ等をはじめとして、具体的な評価方法をどのように用いたか明確にすること、

複数の手法を適切に組み合わせつつ活用することが、より一層高い水準で求められるこ

とになる。 

 

○ 各大学は、学修成果の可視化に際して、こうした情報を効果的に活用するために IR

（インスティチューショナル・リサーチ）等の情報の収集・分析に係る体制を整備する

必要があると考えられる。 

 

○ なお、可視化の前提として、ディプロマ・ポリシーに明示された知識及び能力と個々

の授業科目の関係を履修系統図（カリキュラム・マップやカリキュラム・ツリー）等を

活用して整理し、シラバス等に明示する必要があると考えられる。 
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３．論点 

【教学マネジメントに係る指針の整備について】 

○ これまでの各答申や論点整理等を踏まえ、今後、各大学の教学面での改善・改革に係

る取組を促していくために、必要な制度改正に加え、各大学における取組に際してどの

ような点に留意しどのような点から充実を図っていくべきかなどを網羅的にまとめた教

学マネジメントに係る指針を、大学分科会のもとで作成し、各大学へ一括して示す必要

があるのではないか。 

 

○ 教学マネジメントに係る指針に記載する事項として、例えば以下のようなものが考え

られるのではないか。 

 

教学マネジメント指針に盛り込むべき事項の例 

【総論】 

＜プログラムとしての学士課程教育と三つの方針の策定（総論）＞ 

＜全学的な教学マネジメントの確立について（総論）＞ 

 ・ 明確な教育目標の設定とこれに基づく体系的な教育課程の構築（カリキュラムの構造化を含

む）、アセスメント・ポリシー等を踏まえた内部質保証体制や教育改善に関するＰＤＣＡサイクル

の確立、適切な資源配分の在り方 等 

 

【各論】 

＜教育内容の改善＞ 

・ カリキュラムの編成の高度化（ナンバリングや履修系統図の活用、編成への外部人材の参画等） 

・ アクティブラーニングやＩＣＴを活用した教育の促進 

＜教育方法の改善＞ 

・ 柔軟な学事暦の活用 

・ 主専攻・副専攻の活用 

・ 履修単位の上限設定（ＣＡＰ制）の適切な運用 

・ 履修指導体制の確立（学修ポートフォリオの構築、ＴＡや履修アドバイザーの活用） 

・ シラバスにおいて標準的に期待される記載事項の提示 

・ 成績評価基準の適切な運用（ルーブリックの活用、ＧＰＡの算出と活用方法） 

・ 学生個人の学修成果の把握 

・ 学修時間の確保と把握 

・ 学生による授業評価 

＜教職員の資質の向上＞ 

・ スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の高度化（カリキュラム・マネジメント等に関する教職協

働等） 

・ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の高度化（教員相互の授業評価、ワークショップや授

業検討会、新任教員を対象とした研修会等） 

・ 大学コンソーシアムや教育関係共同利用拠点の活用 
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＜教学ＩＲ体制の確立＞ 

・ ＩＲに期待される役割（学内の意思決定に資する提案、教学に係る評価に必要なデータの収集等、

学生の学修成果の評価のためのデータ収集、評価の実施・分析等） 

・ 大学コンソーシアムや教育関係共同利用拠点の活用 

＜情報公開＞ 

・ 省令で義務づけられた事項に係る解説 

 ・ 省令では直接義務づけられていないものの、各大学が情報公開を行うことが強く期待される項目

とその内容に係る解説 

 

○ これらで示す内容は、各大学で一律に取り組まれることが望ましいものがある一方

で、学内の体制の整備等を要し、各大学で一律に取り組むことが難しいものも含まれる

と考えられることから、単に在るべき姿を提示するのではなく、各大学の取組の実態を

考慮した提示の仕方を考える必要があるのではないか。 

 

○ また、教学マネジメントに係る指針は教学面での改善・改革に係る取組を促していく

ための一つの拠り所として大学関係者を中心に参照・活用されるものとの位置付けが考

えられるが、教学マネジメントは大学が自らの責任のもと、各大学の事情に合致した形

で構築すべきものであり、教学マネジメントに係る指針は特定の取組を大学に強制する

ものではないこと、また、他の大学の取組の模倣や当指針を咀嚼することなく学内で実

施しようとすることは大学としてふさわしい主体性を発揮したものとは言えず、各大学

が創意工夫を行い学士課程の質的転換に向けた取組を確立することが重要であることも

あわせて周知する必要があるのではないか。 

 

○ 教学マネジメントに係る指針の策定に当たっては、教学面での改善・改革に係る取組

の観点のほかに、各大学の好事例などもあわせて周知を図ることにより、各大学が現実

の大学改革に活用することができるものとすることが必要ではないか。 

 

○ 教学マネジメントに係る指針は、大学評価に携わる者が評価を行うに当たっての道標

となることや、大学に係る様々な関係者が関係する大学の取組の充実度を図るためのツ

ールの一つとして機能することも期待されるのではないか。また、教学マネジメントに

係る指針に基づいた各大学の取組が定着した暁には、教学マネジメントに係る指針で示

す事項の一部を、認証評価や設置審査等の業務に携わる者が参照し留意することも期待

されるのではないか。 

 

【学修成果の可視化と情報公開について】 

○ 大学における教学マネジメントが確立され、三つの方針がアセスメント・ポリシー等

に照らして達成されているかどうかを検証するためには、各大学において実施されてい
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る大学教育に係る取組や、その取組に基づく学修成果を可視化し、学内のみならず学外

からも一定の点検・検証が可能なものにする必要がある。 

 

○ 学修成果を可視化し、大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、現

行の法令に基づいて大学として当然把握していることが求められており、すべての大学

において十分な把握が可能であって、把握・活用することに意義があると認められる情

報については、国として各大学に対し把握を義務付ける必要があるのではないか。 

  このような情報として、例えば、 

・単位の取得状況 

・学位の取得状況 

・成績 

・進路の決定状況（進学率、就職率、進学先、就職先）等の卒業後の状況 

・学修時間 

・学生の成長実感、満足度（具体的な内容は指針で提示） 

・学生の学修に対する意欲（具体的な内容は指針で提示） 

等が考えられるのではないか。 

 

○ また、教学マネジメントの観点からの各大学における把握・活用にとどまらず、社会

に対する大学の教育研究活動の説明責任を確保する観点から、各大学において、これら

各情報の全体的な状況をまとめ、新たに情報公開することを義務付けることが考えられ

るのではないか。さらに、学修成果の可視化の観点のほかに大学教育の質に関する情報

として、例えば、 

・入学者選抜の状況 

・修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年率、中途退学率 

・教員一人当たりの学生数 

・学事暦の柔軟化の状況 

・履修単位の登録上限設定の状況 

・授業の方法や内容、授業の計画（シラバスの内容） 

・早期卒業や大学院への飛び入学の状況 

・ＦＤ、ＳＤの実施状況 

等についても新たに情報公開することを義務付けることが考えられるのではないか。 

 

○ 他方で、各大学の自主的な活動の中で把握や活用がなされ、その実態は大学により

様々であるものの、把握・活用をすることに意義があると認められる情報も存在する。

これらについては、一律に把握を義務付けることは困難であり、教学マネジメントに係

る指針の中で、各大学の取組の参考となるよう把握や活用の在り方等について一定の指

針を示すことが考えられるのではないか。 

  このような情報としては、例えば、 
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  ・アセスメントテストの結果 

・ＴＯＥＩＣやＴＯＥＦＬ等の学外試験のスコア 

・資格取得や受賞、表彰歴等の状況 

・卒業論文、卒業研究の水準 

・留学率 

  ・卒業生に対する評価 

等が考えられるのではないか。 

 

○ 指針の中で示すこれらの情報は、一律に把握を義務付けることが困難な情報である

が、公表することにより社会への説明責任の確保がより高い水準で実現できることか

ら、その公表の在り方等についてもあわせて示すことが考えられるのではないか。さら

に、学修成果の可視化の観点のほかに大学教育の質に関する情報として、例えば、 

  ・ナンバリングの実施状況 

  ・履修系統図（カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー）の活用状況 

  ・ＧＰＡの活用状況 

  ・ＩＲの整備状況 

  ・教員の業績評価の状況 

 等についても公表の在り方等を示すことが考えられるのではないか。 

 

○ また、法令での義務付けが考えられる情報の定義や数値の算出方法についても、各大

学の実態等を踏まえたうえで指針において示す必要があるのではないか。特に、「学生の

成長実感、満足度」や「学生の学修に対する意欲」については、その把握の仕方や情報

の具体的な内容は様々な在り方が考えられるのではないか。「学生の成長実感、満足度」

については、学生が大学の教育研究活動の利益を享受する者であると同時に、大学の運

営や教育研究活動の改善の契機となり得る参画者であるという地位の特殊性に鑑み、例

えば各大学で定める三つの方針に照らして調査・測定する等の工夫が必要ではないか。 

 

○ 学修成果の可視化に関する情報を公表・検証する際には、各大学が定める卒業認定・

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）と学修成果がどのように関連しているかに特

に留意する必要があるのではないか。 

 

○ これらの情報を大学のみならず社会全体が効果的に活用することができるよう、全国

的な収集または調査を通じて、整理し、比較できるよう一覧化する機能を確保すること

が必要ではないか。 

 


